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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

  （注）１．第27期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

決算年月 平成13年８月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (千円) ― ― ― ― ― 8,400,178 

経常利益 (千円) ― ― ― ― ― 668,760 

当期純利益 (千円) ― ― ― ― ― 375,839 

純資産額 (千円) ― ― ― ― ― 2,353,937 

総資産額 (千円) ― ― ― ― ― 4,808,506 

１株当たり純資産額 (円) ― ― ― ― ― 941.58 

１株当たり当期純利益

金額 
(円) ― ― ― ― ― 150.34 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
(円) ― ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) ― ― ― ― ― 49.0 

自己資本利益率 (％) ― ― ― ― ― 16.0 

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ― 26.34 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) ― ― ― ― ― 471,237 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) ― ― ― ― ― △839,502 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) ― ― ― ― ― △174,397 

現金及び現金同等物の

期末残高 
(千円) ― ― ― ― ― 1,309,608 

従業員数 (人) ― ― ― ― ― 1,333 



(2）提出会社の経営指標等 

回次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

決算年月 平成13年８月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (千円) 4,017,163 2,559,421 4,926,410 6,146,334 7,431,131 8,400,178 

経常利益 (千円) 104,438 84,034 46,627 344,284 578,214 674,429 

当期純利益又は当期純

損失（△） 
(千円) △6,384 △163,277 12,576 188,709 340,732 381,508 

持分法を適用した場合

の投資利益 
(千円) ― ― ― ― ― ― 

資本金 (千円) 150,000 300,000 446,250 465,750 715,790 715,790 

発行済株式総数 (株) 280,000 400,000 540,000 555,000 2,500,000 2,500,000 

純資産額 (千円) 406,597 539,248 843,704 1,073,421 2,028,234 2,368,788 

総資産額 (千円) 1,467,613 1,889,119 2,285,763 3,151,207 4,244,306 4,665,699 

１株当たり純資産額 (円) 1,452.13 1,348.12 1,562.42 1,934.09 811.29 947.52 

１株当たり配当額（う

ち１株当たり中間配当

額） 

(円) 
15.00 

(―) 

― 

(―) 

― 

(―) 

― 

(―) 

20.00 

(―) 

20.00 

(―) 

１株当たり当期純利益

金額又は１株当たり当

期純損失金額（△） 

(円) △22.80 △433.33 27.30 349.30 150.77 152.60 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
(円) ― ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 27.7 28.5 36.9 34.1 47.8 50.8 

自己資本利益率 (％) △1.6 △34.5 1.8 19.7 22.0 17.4 

株価収益率 (倍) ― ― ― ― 31.04 26.00 

配当性向 (％) ― ― ― ― 13.3 13.1 

 



 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。  

２．第22期から第26期までの持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載して

おりません。また、第27期については、連結財務諸表を作成しているため記載しておりません。 

３．第26期の１株当たり配当額には、ジャスダック証券取引所への上場記念配当５円が含まれております。 

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

５．第22期から第25期までの株価収益率については、当社株式が非上場、非登録であったため記載しておりませ

ん。 

６．第24期以降の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、監査法人トーマツの監査を受

けておりますが、第23期以前の財務諸表については、監査を受けておりません。 

７．第23期は、決算期変更により平成13年９月１日から平成14年３月31日までの７ヶ月決算となっております。

８．当社は平成16年12月20日付で株式１株につき４株の分割を行っております。 

９．第27期より連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッ

シュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりませ

ん。 

回次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

決算年月 平成13年８月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) ― ― △111,660 321,768 502,468 ― 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) ― ― △70,232 △465,942 △93,764 ― 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) ― ― 314,995 249,671 472,650 ― 

現金及び現金同等物の

期末残高 
(千円) ― ― 865,418 970,916 1,852,271 ― 

従業員数 (人) 661 694 783 922 1,091 1,235 



２【沿革】 

昭和54年10月 名古屋市中区栄に海外留学支援を目的として株式会社トモ・コミュニケーションズ（資本金350

万円）を設立 

昭和56年12月 名古屋市中区新栄に移転するとともに、設計開発を目的として伸明設計株式会社に商号変更 

昭和57年１月 機械、電気・電子設計業務を開始 

昭和59年２月 ソフトウェア開発業務を開始 

昭和59年５月 東京都中央区に東京支店を開設、関東地区へ進出 

平成５年２月 名古屋市中村区に本社を移転 

平成６年５月 株式会社日本テクシードへ商号変更 

平成７年５月 名古屋市中区丸の内に本社を移転するとともに、技術センター（現名古屋テクノセンター）を開

設 

平成９年２月 東京都千代田区神田に東京支店を移転するとともに、東京技術センター（現横浜テクノセンタ

ー）を開設 

平成10年２月 愛知県刈谷市に刈谷事業所（現刈谷テクノセンター）を開設 

平成10年３月 東京支店を東京本社へ組織改編 

平成13年９月 株式会社アークと業務・資本提携 

平成14年１月 本社技術センターをテクノセンター（現名古屋テクノセンター）と改称し名古屋市南区に移転 

平成14年８月 東京都千代田区東神田に東京本社を移転 

平成14年11月 名古屋市中区栄に本社を移転 

平成16年２月 東京技術センターを横浜テクノセンターと改称し横浜市神奈川区に移転 

平成16年５月 刈谷事業所を刈谷テクノセンターと改称し移転 

平成16年５月 大阪市中央区に大阪支社を開設、関西地区へ進出 

平成16年７月 ニューシステムホールディング社（タイ）およびタイアーク社（タイ）と合弁会社ＮＳテクシー

ド（タイ）（関連会社）を設立 

平成17年２月 ジャスダック証券取引所に株式を上場 

平成18年２月  品質システムに関する国際規格「ISO9001」を全社において認証取得 

平成18年３月  株式会社ジャスネット（資本金38,200万円）の株式を取得し、子会社とする  

平成18年４月  

平成18年４月  

株式会社テクシードワンズ（子会社）を設立（資本金5,000万円）  

兵庫県尼崎市に関西テクノセンターを開設  



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社（株式会社日本テクシード）、連結子会社１社、関連会社１社および親会社（株式会社ア

ーク）で構成されており、Ｒ＆Ｄアウトソーシング（Research ＆ Development Outsourcing＝研究開発支援）事

業を主に東海地区、関東地区および関西地区において展開しております。 

 なお、当社グループにおいてＲ＆Ｄアウトソーシングとは、機械設計、電気・電子設計、ソフトウェア開発等の

専門的技術を提供し、顧客企業の研究開発を支援する業務の総称として位置づけております。 

 また、当社グループの主要顧客の業界・製品類等は、次のとおりであります。 

［事業系統図］ 

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。  

自動車関連 自動車のボデー、シャシー、エンジン、トランスミッション、各種内装品等の開発

自動車部品関連 カーナビゲーション、カーオーディオ、エアコン、各種電子制御機器類の開発 

ソフトウェア関連 通信システム、ネットワークシステム、インターネット関連システム等の開発 

航空宇宙・産業機械他 航空機、ロケット、人工衛星、電気機器および産業機械等の開発 



４【関係会社の状況】 

 関係会社は次のとおりであります。 

 （注）１．有価証券報告書を提出しております。 

２．議決権の被所有割合は50％以下でありますが、実質判断により親会社としたものであります。 

３．特定子会社に該当しております。 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含んでおります。）で記載しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）で記

載しております。 

２．平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

３．従業員数が前事業年度と比較して144名増加しておりますが、これは主に新卒採用および中途採用を行い、

エンジニアの増員をはかったためであります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容 

議決権の所
有割合又は
被所有割合
（％） 

関係内容 

（親会社） 

株式会社アーク 

（注）１、２  

大阪府富田林市 30,755 

企画、デザイン、設

計、試作品、金型・成

形品等の製造・販売 

被所有 

40.0 

製品開発に関す

る開発・設計プ

ロセスを担当 

（連結子会社） 

株式会社 

ジャスネット  

（注）３ 

東京都港区  382 

国内外のコンピュータ

等の技術者の派遣およ

び紹介  

66.9 

技術者の紹介 

役員の兼任あり 

債務保証  

（持分法適用関連会社） 

NS Tecseed Co.,Ltd.  

タイ  

（バンコク）  

千タイバーツ 

25,000 

Ｒ＆Ｄアウトソーシン

グ事業  
40.0 

業務委託 

役員の兼任あり 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

Ｒ＆Ｄアウトソーシング事業 1,333   

その他  ―   

合計 1,333   

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

1,235 29.8 4.4 4,288,759 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

 当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前年同期比較は行っておりません。 

(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格や原材料価格の高騰等による景気停滞の懸念はあったものの、

企業業績の回復にともなう設備投資や個人消費の増加がけん引役となり、緩やかな回復基調で推移いたしました。

 また、当社グループの主要顧客である自動車および自動車部品関連企業においては、新車のモデルチェンジ、安

全技術や環境技術等の開発プロジェクトが増大し、当社グループへの開発支援要請や設計開発技術者ニーズが活発

に推移いたしました。 

 このような環境の中で、当社グループは自動車関連製造業を中心に顧客企業の技術者ニーズに対応すべく、積極

的に新卒採用および中途採用を行い、エンジニアの規模を1,028名（平成17年３月末）から1,160名（平成18年３月

末）へと132名の拡大をはかるとともに、戦略的ローテーションを行い単価アップに努めました。 

 これらの結果、当連結会計年度における売上高は8,400,178千円、売上原価はエンジニアの増員にともなう労務

費等の増加により6,663,157千円、販売費及び一般管理費は管理機能および営業強化のための増員にともなう労務

費等の増加、新卒社員の増加にともなう４月から６月の労務費の増加および株式事務手数料等の増加等により

1,078,506千円、営業利益は658,513千円、経常利益は668,760千円、当期純利益は375,839千円となりました。 

［売上種別］ 

① 自動車関連 

 自動車関連製造業における開発案件の増加にともなう研究開発業務や技術者ニーズに対応し、エンジニアの採用

および戦略的ローテーションを進め、集中的な配属を積極的に行いました。これらの結果、売上高は2,835,446千

円となりました。 

② 自動車部品関連 

 自動車関連と同様に自動車部品関連製造業からの活発な研究開発業務や技術者ニーズを背景に、エンジニアの採

用を積極的に行い、従来の派遣に加え、一括請負を目的としたグループづくりをはかるため、集中的な配属を積極

的に進めました。これらの結果、売上高は2,975,828千円となりました。 

③ ソフトウェア関連 

 ＩＴＳ関連、デジタル家電向け電子制御系等の受注は堅調に推移いたしましたものの、業務系アプリケーション

開発につきましては受注が伸び悩みました。これらの結果、売上高は1,515,303千円となりました。 

④ 航空宇宙・産業機械他 

 航空宇宙および産業機械につきましては受注が伸び悩んだものの、電気機器分野において受注を伸ばすことがで

きました。これらの結果、売上高は1,073,599千円となりました。 

 なお、上記売上種別にはその他売上500千円が含まれております。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物の残高は、1,309,608千円となりました。その主要な内訳は、税金

等調整前当期純利益の計上（665,639千円）、退職給付引当金の増加（70,147千円）等の資金増加要因があったも

のの、有形固定資産の取得（522,580千円）、法人税等の支払（386,859千円）、新規連結子会社株式の取得

（197,010千円）等の資金減少要因が加わったことによるものであります。 

 当連結会計年度中における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、法人税等の支払（386,859千円）、売上債権の増加（95,023千円）等が

あったものの、税金等調整前当期純利益の計上（665,639千円）、退職給付引当金の増加（70,147千円）等が加わ

りました。これらの結果、営業活動によるキャッシュ・フローについては471,237千円の資金獲得となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得（522,580千円）、新規連結子会社株式の取得

（197,010千円）、保証金の差入による支出（61,792千円）等がありました。これらの結果、投資活動によるキャ

ッシュ・フローについては839,502千円の資金使用となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済（64,956千円）、社債の償還（60,000千円）等の支出

がありました。これらの結果、財務活動によるキャッシュ・フローについては174,397千円の資金使用となりまし

た。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

 当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前年同期比較は行っておりません。 

(1）生産実績 

 当社グループの主たる業務は、機械、電気・電子、ソフトウェアの設計開発等のＲ＆Ｄアウトソーシング事業で

あり、提供するサービスの性格上、生産実績の記入になじまないため、記載を省略しております。 

(2）受注実績 

 生産実績と同様の理由により、記載を省略しております。 

(3）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．当連結会計年度の主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりで

あります。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

販売実績（千円） 前年同期比（％） 

Ｒ＆Ｄアウトソーシング事業 8,399,678 ― 

  自動車関連 2,835,446 ― 

  自動車部品関連 2,975,828 ― 

  ソフトウェア関連 1,515,303 ― 

  航空宇宙・産業機械他 1,073,099 ― 

その他 500 ― 

合計 8,400,178 ― 

相手先 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（千円） 割合（％） 

デンソーテクノ株式会社 1,808,336 21.5 



３【対処すべき課題】 

 当社グループの主要顧客であります、自動車関連製造業の顧客企業を中心として、Ｒ＆Ｄアウトソーシング事業

のさらなる拡大発展を目標に、より高い技術開発力を目指す技術者集団であり続けると同時に、顧客企業の満足度

を高め、共に成長していくことを目指し、次の課題に取組んでまいります。 

① エンジニアの確保と育成 

 Ｒ＆Ｄアウトソーシング事業を展開する当社グループにおいて、人材は最も重要な経営資源であります。また、

団塊世代が定年を迎えることによる２００７年以降の人材不足、企業業績の回復にともなう製造業をはじめとする

新卒・中途の採用増加による人材獲得競争激化および日本の少子化傾向等、今後も人材獲得は厳しい状況が続くも

のと考えられます。 

  当社グループは、子会社化した株式会社ジャスネットを通じて、韓国人エンジニアの採用に取り組むとともに今

期より開設する「エンジニアチャレンジシップ」による、育成型体験スクールからのエンジニアの育成、発掘に努

めてまいります。 

 エンジニアの育成においては、専門能力向上のため、教育研修カリキュラムの充実、成長意欲を高める人事制

度、サーバントマネジメント制度（注）の強化をはかってまいります。 

（注）サーバントマネジメント制度とは、経験や知識のある先輩エンジニアが若手を支えていくことにより、エン

ジニアの成長をサポートし、士気向上をはかっていく独自の労務管理制度であります。 

② 顧客基盤の強化 

 当社グループは、開発プロジェクトの一部を一括請負・受注できる体制づくりを目指し、派遣契約から請負契約

へＲ＆Ｄアウトソーシング事業を推進することによって、同業他社との差別化をはかります。さらに、同業他社に

はないアークグループ・シナジー（顧客製造業の開発から製造までのものづくり工程フルラインサービスによる相

乗効果）を活用していくことによって独自性を発揮し、顧客基盤の強化に努めてまいります。 

③ ＣＳＲ（企業の社会的責任）への取組 

 当社は、Ｍ＆Ａにより株式会社ジャスネットを子会社とし、また、平成18年４月に株式会社テクシードワンズを

設立する等、企業グループとしての経営体制に移行いたしました。それにともない、内部統制制度やリスク管理体

制等を再整備し、適時開示等のＩＲ活動により企業グループとしての企業活動の透明性を確保する等、今後も上場

企業としてＣＳＲへの取り組みを充実させ、ステークホルダーとの関係をこれまで以上に大切にし、具体的かつ実

効性のある行動に取り組むことに努めてまいります。 



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、次のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

(1）法的規制について 

 当社グループの主たる事業であるＲ＆Ｄアウトソーシング事業に対する業務区分ごとの法的規制等は、次のとお

りであります。 

 Ｒ＆Ｄアウトソーシング事業の契約のうち、派遣業務は「労働者派遣法」により規制されております。 

 当社グループは同法に基づき、厚生労働大臣の許可および届出の交付を受け、一般労働者派遣事業および特定労

働者派遣事業を行っております。 

 なお、労働者派遣法第６条の欠格事由に該当するときは、事業の許可を取り消されるか、または事業の停止を命

ぜられる旨が定められております。 

 当社グループは、法令を遵守し事業を運営しておりますが、万一法令違反に該当するような場合には、労働者派

遣事業ができないこととなり、当社グループ業績に著しい影響を及ぼすことが考えられます。また、許可の有効期

間の満了後、許可が更新されない場合においても労働者派遣事業ができないこととなり、当社グループ業績に著し

い影響を及ぼすことが考えられます。 

(2）業績の季節変動について 

 当事業年度および前事業年度の上半期および下半期の実績は次のとおりであります。 

 当社は、上半期実績を下半期実績が上回る傾向となっております。これは、上半期においては４月に新入社員と

してまとまった人数での入社があり、一定の研修を行うため稼働率が低下するのに対して、下半期は新入社員の配

属が進み稼働率が上昇し、売上高および利益が増加するためであります。 

 （注）１．下半期の金額は、通期から上半期を差し引いて算出しております。 

２．第27期末より連結財務諸表を作成することとなったため、第27期における数値は提出会社の数値によってお

ります。 

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

業務区分 適用法規制 監督官公庁 

一般労働者派遣 
「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する

法律（以下労働者派遣法）第２条第４号」（昭和61年７月施行） 
厚生労働省 

特定労働者派遣 
「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する

法律（以下労働者派遣法）第２条第５号」（昭和61年７月施行） 
厚生労働省 

  
第26期 第27期 

上半期 下半期 通期 上半期 下半期 通期 

売上高 (千円) 

(構成比) (％) 

3,540,434 

(47.6) 

3,890,697 

(52.4) 

7,431,131 

(100.0) 

4,025,309 

(47.9) 

4,374,868 

(52.1) 

8,400,178 

(100.0) 

営業利益 (千円) 

(構成比) (％) 

190,939 

(32.3) 

400,762 

(67.7) 

591,702 

(100.0) 

208,569 

(31.7) 

449,944 

(68.3) 

658,513 

(100.0) 

経常利益 (千円) 

(構成比) (％) 

196,705 

(34.0) 

381,508 

(66.0) 

578,214 

(100.0) 

218,593 

(32.4) 

455,835 

(67.6) 

674,429 

(100.0) 



(3）自動車業界への依存度について 

 Ｒ＆Ｄアウトソーシング事業においては、顧客企業の業況に応じて取引量が増減する傾向があります。 

 当社グループは、東海・関東地区における特定の輸送機器産業、主に自動車業界への依存度が高いため、これら

の業界の業況に当社グループの業績が左右される可能性があります。また、顧客企業が同業他社間における競争激

化から価格競争を招くと、当社グループへの技術支援料金の低減要請につながり、当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性があります。 

 最近２事業年度の自動車関連および自動車部品関連の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合

は、次のとおりであります。 

（注）１．第27期末より連結財務諸表を作成することとなったため、第27期における数値は提出会社の数値によってお

ります。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(4）エンジニアの確保について 

 Ｒ＆Ｄアウトソーシング事業において、業務を担うエンジニアの確保は重要であります。当社グループは、エン

ジニアの確保について、新卒採用と中途採用をともに毎期多数の募集を行っております。 

 採用活動においては、ホームページや求人ウェブシステム等ネット媒体を中心に、会社説明会、学校訪問や学内

セミナー等の開催、就職・転職フェアーへの参加、就職情報誌・新聞への掲載等各種取り組みを実施し、エンジニ

アの確保をはかっております。 

 また、平成18年３月より当社グループに加わりました株式会社ジャスネットにより韓国人エンジニアの育成ノウ

ハウを得て、少子化問題が進行している日本だけでなく韓国からエンジニアの確保等のエンジニアの確保ルートの

多様化にも取り組んでおります。 

 しかしながら、エンジニアの確保が十分に果たせない場合は、顧客企業の研究開発支援要請や技術者ニーズに対

応できないこととなり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(5）顧客企業の情報漏洩について 

 Ｒ＆Ｄアウトソーシング事業を行う当社グループにおいて、顧客情報の漏洩等の社会倫理に反する行為は、重要

なリスクとして認識しております。当社グループでは、社員の入社および退社の際に各人より誓約書に署名捺印を

収受しております。 

 また、顧客情報の重要性や機密保持について徹底した教育を行っておりますが、万一顧客企業の情報が外部に流

出した場合、当社グループの社会的な信用等を失墜させることになり、当社グループの事業に影響を及ぼす可能性

があります。 

 当社グループは、今後とも内部監査室の計画的監査等により、これらのリスクに対応してまいります。 

事業区分 
第26期 第27期 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

自動車関連 2,486,997 33.5 2,835,446 33.8 

自動車部品関連 2,347,414 31.6 2,975,828 35.4 

合計 4,834,411 65.1 5,811,275 69.2 



５【経営上の重要な契約等】 

 当社の経営上の重要な契約等は次のとおりであります。 

業務提携基本契約 

① 契約相手の名称 

株式会社アーク 

② 契約の趣旨 

 デザイン・設計から試作・金型製作までフルラインサービスを世界規模で展開している株式会社アークと

業務・資本提携を実施することで、財務体質および営業基盤の強化をはかることを目的としております。 

③ 契約内容 

 株式会社アークの目標とするフルラインビジネスの推進、当社の目標とする高度な技術力提供を共に協力

して顧客の期待に応えるという内容となっております。 

 具体的には、営業情報の交換ならびに高度化する設計開発、金型・試作品づくりの重要顧客ごとの技術情

報流通、技術提携委員会等を通じて相互に業務の高度化をはかっております。 

 また、多額の設備投資、重要な人事等の取締役会に諮るべき下記事項の決定権については、全て当社にあ

り、付議に際して報告することとしております。 

(1）重要なる財産の処分および譲受 

(2）多額の借財 

(3）支配人その他の重要なる使用人の選任および解任 

(4）支店その他の重要なる組織の設置、変更および廃止 

④ 契約期間 

 平成13年９月10日より（無期限） 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成に当たりまして、当社グループでは次の体制が適正に機能しております。 

① 業務分掌と所管部署が明確化され、各部署が適切に業務を遂行する体制 

② 内部監査部門が所管部署における業務の適切性・有効性を検証し、重要な事項が代表取締役および取締役会

へ報告される体制 

③ 重要な経営財務情報が取締役会へ適切に報告され、付議・検討される体制 

(2）当連結会計年度の財政状態の分析 

［資産］ 

 当連結会計年度における流動資産の残高は、2,945,435千円となりました。その主要な内訳は、現金及び預金が

1,384,608千円、売掛金が1,250,692千円であります。主な要因として、子会社取得による増加、売上増加にともな

う売掛金の増加等によるものであります。 

 当連結会計年度における固定資産の残高は、1,863,071千円となりました。その主要な内訳は、有形固定資産が

1,060,470千円、無形固定資産が286,469千円、投資その他の資産が516,131千円であります。主な要因として、社

員寮建設にともなう土地および建物の取得、刈谷Ｒ＆Ｄセンター（仮称）建設にともなう土地の取得等でありま

す。また、連結調整勘定として248,600千円計上いたしましたが、今後20年間で償却していきますので、来期以降

の連結損益に約12,430千円の影響を与えます。 

［負債］ 

 当連結会計年度における流動負債の残高は、1,638,435千円となりました。その主要な内訳は、未払費用が

509,522千円、賞与引当金が479,040千円であり、いずれも従業員の増加にともない今後とも増加していく傾向にあ

ります。 

 当連結会計年度における固定負債の残高は、784,016千円となりました。その主要な内訳は、退職給付引当金が

534,019千円であり、従業員の増加にともない今後とも増加していく傾向にあります。 

(3）当連結会計年度のキャッシュ・フローの分析 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物の残高は、1,309,608千円となりました。その主要な内訳は、税金

等調整前当期純利益の計上（665,639千円）、退職給付引当金の増加（70,147千円）等の資金増加要因があったも

のの、有形固定資産の取得（522,580千円）、法人税等の支払（386,859千円）、新規連結子会社株式の取得

（197,010千円）等の資金減少要因が加わったことによるものであります。 

 当連結会計年度中における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、法人税等の支払（386,859千円）、売上債権の増加（95,023千円）等

があったものの、税金等調整前当期純利益の計上（665,639千円）、退職給付引当金の増加（70,147千円）等が

加わりました。これらの結果、営業活動によるキャッシュ・フローについては471,237千円の資金獲得となりま

した。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得（522,580千円）、新規連結子会社株式の取得

（197,010千円）、保証金の差入による支出（61,792千円）等がありました。これらの結果、投資活動によるキ

ャッシュ・フローについては839,502千円の資金使用となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済（64,956千円）、社債の償還（60,000千円）等の支

出がありました。これらの結果、財務活動によるキャッシュ・フローについては174,397千円の資金使用となり

ました。 



(4）当社グループの財務政策について 

 当社グループは、現在運転資金および設備投資に係る資金につきましては、内部資金または銀行借入および社債

発行により資金調達することとしております。平成18年３月31日現在、短期借入金の残高は75,283千円、１年以内

返済予定長期借入金の残高は37,271千円であります。また、１年以内に償還予定のものを含む社債の残高は

185,000千円であります。 

 当社グループは、引き続き財務の健全性を保ち、営業活動によるキャッシュ・フローを生み出すことによって、

当社グループの成長を維持するために将来必要な運転資金および設備投資資金を調達することが可能であると考え

ております。 

(5）当連結会計年度の経営成績の分析 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格や原材料価格の高騰等による景気停滞の懸念はあったものの、

企業業績の回復にともなう設備投資や個人消費の増加がけん引役となり、緩やかな回復基調で推移いたしました。

 また、当社グループの主要顧客である自動車および自動車部品関連企業においては、新車のモデルチェンジ、安

全技術や環境技術等の開発プロジェクトが増大し、当社グループへの開発支援要請や設計開発技術者ニーズが活発

に推移しました。 

 このような環境の中で、当社グループは自動車関連製造業を中心に顧客企業の技術者ニーズに対応すべく、積極

的に新卒採用および中途採用を行い、エンジニアの規模を1,028名（平成17年３月末）から1,160名（平成18年３月

末）へと132名の拡大をはかるとともに、戦略的ローテーションを行い単価アップに努めました。 

 これらの結果、当連結会計年度における売上高は8,400,178千円、営業利益は658,513千円、経常利益は668,760

千円、当期純利益は375,839千円となりました。 

［売上原価、販売費及び一般管理費］ 

 当連結会計年度における、売上原価の主な内訳は、エンジニアの増員にともなう給与をはじめとするその他付随

費用等労務費の増加によるものであり、当連結会計年度は6,663,157千円を計上しております。 

 当連結会計年度における、販売費及び一般管理費の主な内訳は、管理機能および営業強化のための増員にともな

う労務費等の増加、新卒社員の増加にともなう４月から６月の労務費の増加および株式事務手数料等の増加による

ものであり、当連結会計年度は1,078,506千円を計上しております。 

(6）経営戦略の現状と見通し 

 当社グループは、株主満足度の向上、顧客満足度の向上、社員満足度の向上を経営方針として、今後も顧客企業

の研究開発部門における問題解決の技術者派遣サービスに対応しつつ、課題を解決するＲ＆Ｄアウトソーシング事

業を推進してまいります。 

 当社グループの主要顧客であります自動車関連製造業につきましては、世界的な生産、販売ともに今後も成長が

見込まれる産業であるため、その開発の多くを担う国内の研究開発業務につきましても、受注は伸びていくものと

考えております。 

 当社グループは、選択と集中の事業戦略に基づき、エンジニアの確保と育成、顧客基盤の強化に努め、さらなる

業績向上をはかってまいります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度における設備投資総額は529,705千円であります。その主なものは、社員寮の土地および建物等と

して383,766千円、請負業務の拡大をはかる目的として刈谷Ｒ＆Ｄセンター（仮称）を建設するための土地の取得

134,506千円であります。 

 なお、これらの設備投資資金につきましては、平成17年２月に実施いたしました公募増資を充当しており、新たな

資金調達は行っておりません。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は次のとおりであります。 

(1）提出会社 

 当社は、国内に本社、東京本社、大阪支社の他に３ヶ所のテクノセンター（名古屋・刈谷・横浜）を設けてお

り、その内容は次のとおりであります。 

（注）１．従業員数は就業人員であります。なお、顧客企業へ配属しましたエンジニアは、上記の従業員数には含まれて

おりません。 

２．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

(2）国内子会社 

（注）従業員数は就業人員であります。 

  平成18年３月31日現在

事業所名 

（所在地） 

事業の種類別セ

グメントの名称 
設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数

（人） 建物及び

構築物 

機械装置及

び運搬具 

工具器具

備品 

土地 

（面積㎡） 
合計 

本社 

（名古屋市中区） 

Ｒ＆Ｄアウトソ

ーシング事業 

管理 

業務施設 
― ― 4,267 ― 4,267 32 

東京本社 

（東京都千代田区） 

Ｒ＆Ｄアウトソ

ーシング事業  

管理、営業 

業務施設 
280 ― 2,465 ― 2,746 7 

大阪支社 

（大阪市中央区） 

Ｒ＆Ｄアウトソ

ーシング事業  

管理、営業 

業務施設 
231 ― 1,089 ― 1,320 7 

名古屋 

テクノセンター 

（名古屋市南区） 

Ｒ＆Ｄアウトソ

ーシング事業 

営業、研修 

業務施設 
87,373 97 2,337 

53,797 

(586.06)
143,605 50 

横浜 

テクノセンター 

（横浜市神奈川区） 

Ｒ＆Ｄアウトソ

ーシング事業 

営業、研修 

業務施設 
596 ― 5,967 ― 6,564 17 

刈谷 

テクノセンター 

（愛知県刈谷市） 

Ｒ＆Ｄアウトソ

ーシング事業 

福利厚生、営

業 

業務施設 

208,958 ― 4,711 
167,907 

(1,510.73)
381,577 17 

安城寮 

（愛知県安城市） 

Ｒ＆Ｄアウトソ

ーシング事業 
福利厚生施設 225,087 ― 9,071 

146,562 

(1,098.73)
380,720 ― 

名称 
数量 
（台） 

リース期間 
（年） 

年間リース料 
（千円） 

リース契約残高 
（千円） 

ＣＡＴＩＡシステム等 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 5 53,233 176,512 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
帳簿価額（千円） 

従業員数 
（人） 

建物及び
構築物 

機械装置
及び運搬
具 

工具器具
備品 

土地 
(面積㎡) 

合計 

㈱ジャスネット 本社 

（東京都港区） 

Ｒ＆Ｄアウトソ

ーシング事業  

管理、営業 

業務施設 
― ― 3,787 ― 3,787 98 



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。 

 なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修計画は次のとおりであります。 

(1）重要な設備の新設 

 当社グループではこの度、経営方針の基幹をなす「共生進化のアウトソーシング」に基づき、請負業務の拡大

をはかることを目的として、愛知県刈谷市に刈谷Ｒ＆Ｄセンター（仮称）を建設することといたしました。 

（注）１．金額には消費税等を含めておりません。 

２．上記設備計画による完成後の増加能力については、当社の事業の性質上、量的に記載することが困難であ 

りますので記載しておりません。 

(2）重要な設備の除却等 

  該当事項はありません。 

会社名事業所

名 
所在地 

事業の種類別

セグメントの

名称 

設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方

法 

着手及び完了予定年月 

完成後の増

加能力 総額 

(百万円) 

既支払額 

(百万円) 
着手 完了 

刈谷Ｒ＆Ｄセ

ンター  

愛知県刈谷

市  

Ｒ＆Ｄアウト

ソーシング事

業  

Ｒ＆Ｄ請負作

業施設  
470 134 自己資金  

平成18年 

８月 

平成19年 

３月 
（注）２ 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 8,000,000 

計 8,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月23日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 2,500,000 2,500,000 ジャスダック証券取引所 － 

計 2,500,000 2,500,000 － － 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１．有償第三者割当 

発行価格     2,500円 

資本組入額    1,250円 

割当先は株式会社アークであります。 

２．有償第三者割当 

発行価格     1,350円 

資本組入額     675円 

割当先は日本テクシード社員持株会であります。 

３．有償第三者割当 

発行価格     2,500円 

資本組入額    1,250円 

割当先は株式会社アークであります。 

４．有償第三者割当 

発行価格     1,350円 

資本組入額     675円 

割当先は日本テクシード社員持株会であります。 

５．有償第三者割当 

発行価格     2,600円 

資本組入額    1,300円 

割当先は日本テクシード社員持株会および当社役員であります。 

６．平成16年12月20日付をもって１株を４株に株式分割し、発行済株式総数が1,665,000株増加しております。 

７．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格    2,350 円 

引受価額    2,185.5円 

発行価額    1,785 円 

資本組入額    893  円 

払込金総額  611,940千円 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成13年10月12日 

（注）１ 
120,000 400,000 150,000 300,000 150,000 150,001 

平成14年９月26日 

（注）２ 
25,000 425,000 16,875 316,875 16,875 166,876 

平成14年９月26日 

（注）３ 
90,000 515,000 112,500 429,375 112,500 279,376 

平成15年３月６日 

（注）４ 
25,000 540,000 16,875 446,250 16,875 296,251 

平成16年３月26日 

（注）５ 
15,000 555,000 19,500 465,750 19,500 315,751 

平成16年12月20日 

（注）６ 
1,665,000 2,220,000 ― 465,750 ― 315,751 

平成17年２月８日 

（注）７ 
280,000 2,500,000 250,040 715,790 361,900 677,651 



(4）【所有者別状況】 

(5）【大株主の状況】 

（注）１．前事業年度末現在主要株主であった日本テクシード社員持株会は、当事業年度末では主要株主ではなくなり

ました。 

２．上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数は、すべて信託業務に係る株式数であります。 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株

式の状況 

（株） 
政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法

人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） ― 5 8 12 7 ― 947 979 ― 

所有株式数（単元） ― 685 79 10,071 1,813 ― 12,352 25,000 ― 

所有株式数の割合

（％） 
― 2.74 0.32 40.29 7.25 ― 49.40 100.00 ― 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社アーク 大阪府富田林市川面町２丁目４－３ 1,000 40.00 

森本一臣 千葉県柏市 495 19.80 

日本テクシード社員持株会 愛知県名古屋市中区栄３丁目18－１ 214 8.56 

金城次夫 岐阜県多治見市 163 6.52 

ジェーピーモルガンチェースシー

アールイーエフジャスデックレン

ディングアカウント  

（常任代理人株式会社三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行） 

730 ＴＨＩＲＤ ＡＶＥＮＵＥ ＮＥＷＹＯ

ＲＫ ＮＹ10017，ＵＳＡ 

  

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１カストデ

ィ業務部）  

46 1.84 

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）  

東京都港区浜松町２丁目11－３ 

  
45 1.80 

ノーザントラストカンパニーエイ

ブイエフシーリノーザントラスト

ガンジーアイリッシュクライアン

ツ  

（常任代理人香港上海銀行東京支

店） 

50 ＢＡＮＫ ＳＴＲＥＥＴ ＣＡＮＡＲＹ 

ＷＨＡＲＦ ＬＯＮＤＯＮ Ｅ14 ５ＮＴ，

ＵＫ 

  

（東京都中央区日本橋３丁目11－１） 

  

30 1.20 

ザチェースマンハッタンバンクエ

ヌエイロンドン  

  

（常任代理人株式会社みずほコーポ

レート銀行兜町証券決済業務室）  

ＷＯＯＬＧＡＴＥ ＨＯＵＳＥ，ＣＯＬＥＭ

ＡＮ ＳＴＲＥＥＴ ＬＯＮＤＯＮ ＥＣ２

Ｐ ２ＨＤ，ＥＮＧＬＡＮＤ  

（東京都中央区日本橋兜町６－７） 

  

28 1.13 

ゴールドマン・サックス・ 

インターナショナル 

（常任代理人ゴールドマン・ 

サックス証券会社東京支店） 

133 ＦＬＥＥＴ ＳＴＲＥＥＴ 

ＬＯＮＤＯＮ ＥＣ４Ａ ２ＢＢ，Ｕ．Ｋ． 

（東京都港区六本木６丁目10－１ 

六本木ヒルズ森タワー） 

27 1.09 

吉松数喜 高知県高知市 26 1.04 

計 － 2,075 83.00 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式2,500,000  25,000 ― 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 2,500,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 25,000 ― 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ―  ―  ―  ―  



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

平成18年６月23日現在 

（注）平成18年６月23日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、会社法第165条第２項の規定

により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる。」旨を定款に定めてお

ります。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は、時代の変化に対応し、競争力の強化に努め、企業価値を高めることによって、株主の皆様へ利益還元をは

かっていきたいと考えております。そのために、安定的な経営基盤を確立し、将来の事業拡大のための財務体質の強

化と内部留保金の充実をはかるとともに、安定的かつ適切な利益還元を意識しつつ、毎期の業績を配当水準に反映さ

せていく所存であります。 

 当期の配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり20円を配当を実施することを決定いたしました。この結

果、当期の配当性向は13.1％となりました。 

 内部留保資金につきましては、財務体質の一層の強化と将来のコアコンピタンスの強化、情報システム等の設備投

資に活用していきたいと考えております。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

（注）１．最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

なお、平成17年２月９日をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当

事項はありません。 

２．第23期は、決算期変更により平成13年９月１日から平成14年３月31日までの７ヶ月決算となっております。

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円） 

自己株式取得に係る決議  ─ ─ ─ 

回次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

決算年月 平成13年８月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） － － － － 7,590 5,120 

最低（円） － － － － 4,650 3,340 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 3,900 3,820 4,100 4,720 4,410 4,000 

最低（円） 3,340 3,380 3,410 3,640 3,620 3,630 



５【役員の状況】 

（注）監査役全員は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役社

長 
  森本 一臣 昭和25年12月15日生 

昭和58年４月 当社入社 

昭和59年８月 東京支店長 

平成４年12月 代表取締役社長就任（現任） 

495 

専務取締役 

Ｒ＆Ｄアウトソーシ

ング事業本部長兼第

４事業部長 

金城 次夫 昭和27年12月13日生 

昭和63年12月 当社入社 

平成４年12月 取締役就任 

平成５年９月 取締役技術開発部長 

平成12年11月 専務取締役就任 

平成16年７月 ＮＳ Ｔｅｃｓｅｅｄ Ｃｏ．，Ｌ

ｔｄ．代表取締役就任（現任） 

平成17年４月 専務取締役Ｒ＆Ｄアウトソーシン

グ事業本部長 

平成17年10月 専務取締役Ｒ＆Ｄアウトソーシン

グ事業本部長兼第４事業部長（現

任） 

163 

取締役 
人事管理本部長兼 

人事企画部長 
高江洲 晋 昭和34年12月24日生 

平成元年12月 当社入社 

平成８年４月 技術開発部第３エリアマネージャ

ー 

平成12年11月 取締役就任 人材開発部長 

平成14年４月 取締役技術開発部長 

平成17年４月 取締役人材開発本部長兼人材開発

部長 

平成18年４月 取締役人事管理本部長兼人事企画

部長（現任） 

  株式会社テクシードワンズ代表取

締役社長就任（現任） 

17 

取締役 
経営管理本部長兼 

経営企画部長 
近藤 登 昭和27年10月８日生 

昭和50年４月 株式会社東海銀行（現株式会社三

菱東京ＵＦＪ銀行）入行 

平成14年２月 当社出向 

平成15年４月 当社入社 

経営管理部長 

平成15年６月 取締役就任 経営管理部長 

平成17年４月 取締役経営管理本部長兼経営企画

部長（現任） 

8 

常勤監査役   馬場 明 昭和10年10月15日生 

昭和29年４月 株式会社東海銀行（現株式会社三

菱東京ＵＦＪ銀行）入行 

平成２年１月 セントラルシステムズ株式会社

（現株式会社ユーフィット）入社 

営業本部副本部長 

平成８年６月 同社取締役就任 事業本部長 

平成15年６月 当社監査役就任（現任） 

4 

常勤監査役   戸田 保彦 昭和19年１月３日生 

昭和41年４月 株式会社東海銀行（現株式会社三

菱東京ＵＦＪ銀行）入行 

平成９年１月 株式会社ティーエムエフ入社 

平成13年６月 同社取締役就任 業務部長 

平成13年12月 同社常務取締役就任 

平成17年６月 当社監査役就任（現任） 

― 

監査役   大西 利明 昭和29年３月21日生 

昭和51年４月 株式会社近畿銀行（現株式会社近

畿大阪銀行）入行 

昭和60年３月 株式会社ビジネスサービス（現株

式会社アーク）入社 

平成13年４月 株式会社アーク 

総務グループ執行役員就任（現

任） 

平成15年６月 当社監査役就任（現任） 

― 

        計 687 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

① 当社は、長期安定的な株主価値の向上を経営の最重要課題として位置づけており、より高い技術力を目指す技

術者集団として、顧客企業とともに成長していくことを目標としております。また、会社の永続的な発展のた

めに、経営の効率性と健全性を追求してまいります。 

② 会社の社会的役割を認識し、法令を遵守するとともに株主をはじめ地域社会、顧客企業、社員等ステーク・ホ

ルダーとの良好な関係の維持発展に努めてまいります。 

③ 経営環境の変化に柔軟に対応できる経営管理体制のもと、内部統制機能、リスクマネジメントをより一層強化

するとともに、監査体制の充実をはかってまいります。また、社内外へ企業情報を迅速に開示し、経営の透明

性を向上させてまいります。 

(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

① 会社の機関の基本説明 

・当社は、監査役制度採用会社です。株主総会において選任された監査役３名において監査役会を組成しており

ます。 

・監査役３名は全て社外監査役であります。なお、社外取締役は選任されておりません。また、監査役３名全て

を社外監査役とすることにより、独立性と透明性を確保し、経営に対する監視、監督機能を果たしておりま

す。 

・当社の経営上の意思決定機関は「取締役会」であります。また、「取締役会」を補佐する機関として「経営会

議」を設置しております。 

・「取締役会」は、取締役、監査役が出席のもと毎月１回の開催を原則とし、業務執行に関する重要事項の審

議、決定および業務執行状況の監督を行っております。 

・「経営会議」は、取締役会の構成員に加え、部長、次長等経営幹部の出席のもとに毎月１回開催し、各部門の

課題や利益計画の進捗状況の報告、審議を行っております。 

・各取締役は、役員規程にもとづき、その役割と責任分担を明確にしております。また、業務執行機能の効率化

を図るため、平成18 年７月より執行役員制度を導入予定であります。 

・当社の業務執行、経営の監視の仕組み、内部統制システム、リスク管理体制の整備の状況の模式図は次のとお

りであります。 



② 内部統制システムの整備状況 

a.経営組織、業務分掌、職務権限について 

 当社は、経営組織、業務分掌、職務権限に関する基本事項を社内規程に定め、業務の効率運営および責任体

制の確立を図っております。具体的には、プロフィット・センターとしてＲ＆Ｄアウトソーシング事業本部、

人事・採用・教育を管理する人事管理本部、総務・経理・企画等の各組織にまたがる事項等を管理する経営管

理本部の３本部と社長直轄の内部監査室において事業運営を行っております。 

b.機密保持体制について 

 当社は業務の性格上顧客企業の製品開発にともなう機密情報を扱う機会が多いことから、「情報管理規程」

および「コンプライアンスマニュアル」において情報セキュリティに関しての遵守事項を規程するとともに全

社員から「秘密保持に関する誓約書」を徴収するととに、秘密保持に関する各種教育によって情報セキュリテ

ィの重要性を意識付けております。また、受託請負エリアにおいては物理的に独立した区画とするなど、具体

的な施策を実施しております。 

c.業務の管理体制について 

 当社は、一連の業務プロセスを各種社内規程で規程し、その社内規程をもとに行うことにより部門間で相互

に牽制する体制を築いております。また、各部門の業務が適正に行われていることを定期的な内部監査室の監

査において確認しております。 

d.品質管理体制について 

 当社は、平成18 年２月に品質マネジメントシステム「ＩＳＯ9001」の認証を取得しました。今後も、Ｒ＆

Ｄアウトソーシング事業における継続的改善プロセスを含むマネジメントシステムの効率的な適用並びに顧客

要求事項への適合の保証を通して、更なる顧客満足の向上を実現するようサービスの向上に努めてまいりま

す。 

e.関係会社管理体制について 

 当社は、経営管理本部内に経営企画部管理グループを設置し、関係会社の経営上の重要事項について、事前

に当社の承認を要する事項、当社への報告を要する事項等を「関係会社管理規程」に定め、管理を行っており

ます。また、当社グループ内の事業シナジー効果の向上をはかるため、同本部経営戦略室とＲ＆Ｄアウトソー

シング事業本部が連携し、定期的なフォローを行っております。 

f.インサイダー取引管理体制について 

 当社は、インサイダー取引の規則違反の未然防止を図るため、「内部者取引管理規程」を設け、当社社員お

よび関係者がその職務に関して知った内部情報を利用して株式の売買、その他の取引を行うことの規制、およ

び当社または取引先の内部情報の管理について遵守すべき基本的事項を定めております。 

g.法令その他の規範の遵守推進体制 

 当社は、法令遵守の域にとどまらず、より高い企業倫理意識を醸成するために、「企業倫理規程」を定める

とともに、「コンプライアンス・マニュアル」および「コンプライアンス・ガイドライン」を制定するととも

に、代表取締役社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、毎月コンプライアンスの徹底のための

活動を行っております。 

③ 内部監査及び監査役監査の状況 

 内部監査室は、専任担当者１名を置き、内部監査規程、内部監査実施要領に基づき、業務全般にわたり、計

画的に内部監査を実施しております。監査役は、毎期首に監査の方針、監査計画等を策定し、監査役監査基準

に基づき、公正な監査が行える体制であります。また、取締役会に出席し、必要に応じて意見を述べるほか、

代表取締役と定期的に会合を行い、取締役の業務執行についての適法性、妥当性について意見交換を行ってお

ります。また、会計監査人と意見交換を実施する等の連携をはかっております。 



④ 会計監査の状況 

・当社は、会計監査を監査法人トーマツに委嘱しております。当事業年度において業務を執行した公認会計士の

氏名は次のとおりであります。 

業務を執行した公認会計士の氏名 

指定社員 業務執行社員  中浜 明光 継続監査年数 ４年 

              水野 信勝 継続監査年数 ４年 

監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士  ４名 

会計士補   ３名 

その他    ２名 

⑤ 社外監査役との関係 

・社外監査役３名について、当社との利害関係はありません。 

(2）リスク管理体制の整備の状況 

・社長直属の部門として内部監査室を設置し、内部監査を適切に運用することにより経営の合理化・効率化と 

業務の適正な遂行をはかる体制をとっております。 

・当社は、危機発生の未然防止または危機発生時に対処するために「危機管理マニュアル」を整備しリスク管理

体制の維持・向上をはかっております。 

・コンプライアンスは会社経営における重要事項であるとの認識から、コンプライアンス・マニュアルおよびコ

ンプライアンス・ガイドラインを制定するとともに、代表取締役社長を委員長とするコンプライアンス委員会

を設置し、毎月コンプライアンスの徹底のための活動を行っております。 

(3）役員報酬の内容 

 当事業年度において、取締役に支払われた報酬の総額は90,146千円であり、監査役に支払われた報酬の総額は

12,782千円であります。 

(4）監査報酬の内容 

 当社の監査法人トーマツへの公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報

酬の総額は、13,500千円であり、それ以外の報酬金額は、財務調査業務3,000千円であります。 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

(3）当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、連結財務諸表の作成初年度であるため、以

下に掲げる連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書については、

前連結会計年度との対比は行っておりません。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４

月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表について、監査法人トーマツの監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１．現金及び預金 ※２   1,384,608

２．売掛金     1,250,692

３．たな卸資産     10,151

４．前払費用     53,082

５．繰延税金資産     236,281

６．その他     13,453

貸倒引当金     △2,835

流動資産合計     2,945,435 61.3

Ⅱ 固定資産     

１．有形固定資産     

(1）建物及び構築物 ※２ 570,248 

減価償却累計額   47,721 522,527

(2）機械装置及び運搬
具 

  1,955 

減価償却累計額   1,857 97

(3）工具器具備品   114,352 

減価償却累計額   79,585 34,767

(4）土地 ※２   502,773

(5）建設仮勘定     304

有形固定資産合計     1,060,470 22.0

２．無形固定資産     

(1）連結調整勘定     248,600

(2）ソフトウェア     35,509

(3）その他     2,359

無形固定資産合計     286,469 6.0

 



  
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 
構成比
（％） 

３．投資その他の資産     

(1）投資有価証券 ※１   62,721

(2）差入保証金     143,623

(3）繰延税金資産     260,909

(4）その他     51,273

貸倒引当金     △2,395

投資その他の資産合
計 

    516,131 10.7

固定資産合計     1,863,071 38.7

資産合計     4,808,506 100.0 

      

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１．買掛金     23,286

２．短期借入金 ※２   75,283

３．１年以内償還予定社
債 

    65,000

４．１年以内返済予定長
期借入金 

※２   37,271

５．未払金     86,670

６．未払費用     509,522

７．未払法人税等     185,781

８．未払消費税等     143,294

９．賞与引当金      479,040

10．その他     33,284

流動負債合計     1,638,435 34.1

 



  
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定負債     

１．社債     120,000

２．退職給付引当金     534,019

３．役員退職慰労引当金     129,996

固定負債合計     784,016 16.3

負債合計     2,422,452 50.4

      

（少数株主持分）     

少数株主持分     32,116 0.6

      

（資本の部）     

Ⅰ 資本金 ※３   715,790 14.9

Ⅱ 資本剰余金     677,651 14.1

Ⅲ 利益剰余金     948,679 19.7

Ⅳ その他有価証券評価差
額金 

    12,701 0.3

Ⅴ 為替換算調整勘定     △884 △0.0

資本合計     2,353,937 49.0

負債、少数株主持分及
び資本合計 

    4,808,506 100.0 

      



②【連結損益計算書】 

  
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     8,400,178 100.0 

Ⅱ 売上原価     6,663,157 79.3

売上総利益     1,737,020 20.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   1,078,506 12.9

営業利益     658,513 7.8

Ⅳ 営業外収益     

１．受取利息   176 

２．受取配当金   129 

３．保険配当金   2,522 

４．社員寮収入   10,999 

５．保険解約返戻金   2,134 

６．その他   2,984 18,947 0.2

Ⅴ 営業外費用     

１．支払利息   2,196 

２．支払保証料   835 

３．持分法による投資損
失 

  5,669 8,701 0.1

経常利益     668,760 7.9

Ⅵ 特別利益     

１．貸倒引当金戻入   481 481 0.0

Ⅶ 特別損失     

１．固定資産除却損 ※２ 2,378 

２．リース解約損   1,224 3,602 0.0

      

税金等調整前当期純
利益 

    665,639 7.9

法人税、住民税及び
事業税 

  333,951 

過年度法人税等    12,919 

法人税等調整額   △57,070 289,800 3.4

当期純利益     375,839 4.5

      



③【連結剰余金計算書】 

  
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高    677,651

Ⅱ 資本剰余金期末残高    677,651

     

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高    631,137

Ⅱ 利益剰余金増加高    

１．当期純利益  375,839 375,839

Ⅲ 利益剰余金減少高    

１．配当金  50,000 

２．持分法適用会社増加
に伴う減少高 

 8,297 58,297

Ⅳ 利益剰余金期末残高    948,679

     



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 

１．税金等調整前当期純
利益 

 665,639

２．減価償却費  38,705

３．賞与引当金の増減額
（△減少額） 

 43,934

４．退職給付引当金の増
減額（△減少額）  

 70,147

５．役員退職慰労引当金
の増減額（△減少
額）  

 15,005

６．貸倒引当金の増減額
（△減少額） 

 △481

７．受取利息及び受取配
当金 

 △305

８．支払利息及び社債利
息 

 2,196

９．持分法による投資損
益（△益） 

 5,669

10．有形固定資産除却損  2,378

11．売上債権の増減額
（△増加額） 

 △95,023

12．たな卸資産の増減額
（△増加額） 

 1,358

13．その他流動資産の増
減額（△増加額）  

 △5,461

14．仕入債務の増減額
（△減少額） 

 △7,502

15．未払消費税等の増減
額（△減少額）  

 27,685

16．その他流動負債の増
減額（△減少額） 

 78,199

17．その他  17,894

小計  860,039

18．利息及び配当金の受
取額 

 305

19．利息の支払額  △2,248

20．法人税等の支払額  △386,859

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 471,237

 



  
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 

１．定期預金の預入によ
る支出 

 △75,000

２．有形固定資産の取得
による支出 

 △522,580

３．無形固定資産の取得
による支出 

 △962

４．投資有価証券の取得
による支出 

 △21,993

５．投資有価証券の売却
による収入 

 50,098

６．関係会社株式の取得
による支出  

 △8,428

７．保証金の差入による
支出 

 △61,792

８．保証金の回収による
収入 

 4,661

９．新規連結子会社株式
取得による支出 

※２ △197,010

10．その他  △6,493

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △839,502

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 

１．長期借入金の返済に
よる支出 

 △64,956

２．社債の償還による支
出 

 △60,000

３．配当金の支払額  △49,441

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △174,397

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増減額（△減少額） 

 △542,662

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 1,852,271

Ⅵ 現金及び現金同等物期
末残高 

※１ 1,309,608

   



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数 １社  

  主要な連結子会社の名称  

  株式会社ジャスネット 

   平成18年３月13日の株式取得にともない、

当連結会計年度より連結子会社となりまし

た。なお、株式会社ジャスネットは同社の期

末日をみなし取得日としているため、当連結

会計年度は貸借対照表のみを連結しておりま

す。 

２．持分法の適用に関する事項 (1）持分法適用の関連会社数 １社   

  主要な会社名  

  NS Tecseed Co.,Ltd. 

  (2）持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日

と異なる会社については、各社の事業年度に係

る財務諸表を使用しております。 

３．連結子会社の事業年度等に関

する事項 

 連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と

一致しております。  

４．会計処理基準に関する事項   

 (1）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

イ 有価証券  

  その他有価証券  

  時価のあるもの  

   決算日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）  

  時価のないもの  

   移動平均法による原価法  

  ロ たな卸資産 

  仕掛品 

   個別法による原価法  

  貯蔵品  

   最終仕入原価法による原価法  

 



項目 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

イ 有形固定資産  

  定率法  

   ただし、建物（建物附属設備を除く）につ

いては定額法によっております。  

   なお、主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。  

  建物及び構築物 ８～47年  

  工具器具備品  ２～20年 

  ロ 無形固定資産  

  定額法  

   自社利用のソフトウェアについては、利用

可能期間（５年）に基づく定額法によってお

ります。  

 (3）重要な引当金の計上基準  イ 貸倒引当金  

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、当

社および連結子会社は一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。  

  ロ 賞与引当金  

   当社および連結子会社は従業員の賞与の支

給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連

結会計年度に負担すべき金額を計上しており

ます。 

  ハ 退職給付引当金  

   当社および連結子会社において、従業員の

退職給付に備えるため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務の見込額に基づき計上し

ております。   

   過去勤務債務については、その発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法により按分した額

を費用処理しております。  

   数理計算上の差異は、各連結会計年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法により按

分した額をそれぞれ翌連結会計年度から費用

処理しております。  

  ニ 役員退職慰労引当金  

   役員の退職慰労金の支出に備えるため、当

社は内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。  

 



項目 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準  

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。なお、在外子会社等の資産及

び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円

貨に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本の

部における為替換算調整勘定に含めて計上してお

ります。  

 (5）重要なリース取引の処理方法  リース物件の所有者が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

 (6）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理  

   税抜方式によっております。 

５．連結子会社の資産及び負債の

評価に関する事項  

 連結子会社の資産及び負債の評価については、

全面時価評価法を採用しております。  

６．連結調整勘定の償却に関する

事項  

 連結調整勘定の償却については20年間の均等償

却を行っております。  

７．利益処分項目等の取扱いに関

する事項  

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分につ

いて、連結会計年度中に確定した利益処分に基づ

いて作成しております。  

８．連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲  

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資からなっておりま

す。  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。   

投資有価証券（株式） 13,665 千円 

※２ 担保資産及び担保付債務  

担保に供している資産  

現金及び預金（定期預金） 110,000 千円 

建物及び構築物  208,958 

土地  167,907 

合計 486,865 

担保付債務 

短期借入金  75,000 千円 

１年以内返済予定長期借入

金  

10,431 

 上記の担保資産は、担保付債務の他に当社が発

行した第１回無担保社債（残高180,000千円）の支

払保証に対する担保に供しております。 

※３ 当社の発行済株式総数は、普通株式2,500,000株で

あります。 

 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

給与及び賞与  367,109 千円 

賞与引当金繰入額   42,384 

退職給付費用   6,118 

役員退職慰労引当金繰入額  15,005 

※２ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物 1,350 千円 

工具器具備品  1,028 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 1,384,608 千円

担保に供している定期預金  △75,000 

現金及び現金同等物 1,309,608 

※２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳 

 株式の取得により新たに㈱ジャスネットを連結した

ことにともなう連結開始時の資産及び負債の内訳並び

に㈱ジャスネット株式の取得価額と㈱ジャスネット取

得のための支出（純額）との関係は次のとおりであり

ます。 

流動資産 196,632 千円

固定資産  26,024 

連結調整勘定  248,600 

流動負債  △125,540 

少数株主持分  △32,116 

㈱ジャスネット株式の取得価額  313,600 

㈱ジャスネット現金及び現金同等

物  

△116,589 

差引：㈱ジャスネット取得のため

の支出 

197,010 



（リース取引関係） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具備品 228,538 119,158 109,379

ソフトウェ
ア  

90,837 13,781 77,055

合計 319,375 132,940 186,435

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内      63,376 千円

１年超     124,836 千円

合計     188,212 千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料      57,413 千円

減価償却費相当額      55,465 千円

支払利息相当額     1,955 千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。  

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。  

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内   414 千円

１年超   － 千円

合計     414 千円

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下

落した場合には全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合に

は、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行

っております。 

なお、当連結会計年度において、上記の基準により減損処理を行ったも

のはありません。 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。  

区分 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対
照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの 
      

(1）株式 27,673 49,055 21,382 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 27,673 49,055 21,382 

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの 
      

(1）株式 － － － 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 － － － 

合計 27,673 49,055 21,382 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

売却額（千円） 
売却益の合計額 
（千円） 

売却損の合計額 
（千円） 

50,098 2 － 



（退職給付関係） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度

を設けております。 

２．退職給付債務に関する事項 

（平成18年３月31日現在）

①退職給付債務   △543,496 千円

②未認識過去勤務債務     △76,172 千円

③未認識数理計算上の差異      85,649 千円

④退職給付引当金(①＋②＋③)   △534,019 千円

３．退職給付費用に関する事項 

（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）

①勤務費用      89,482 千円

②利息費用     7,356 千円

③過去勤務債務の費用処理額    △25,390 千円

④数理計算上の差異の費用処理額      16,735 千円

⑤退職給付費用（①＋②＋③＋④）      88,184 千円

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 1.5 ％

③過去勤務債務の額の処理年数 5 年

④数理計算上の差異の処理年数 10 年



（税効果会計関係） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

賞与引当金   194,490 千円

賞与に係る未払法定福利費    22,884 千円

退職給付引当金   216,812 千円

役員退職慰労引当金    52,778 千円

未払事業税    16,075 千円

会員権評価損     2,149 千円

繰越欠損金    97,293 千円

その他   3,792 千円

繰延税金資産小計   606,277 千円

評価性引当額 △100,404 千円

繰延税金資産合計   505,872 千円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金     8,681 千円

繰延税金負債合計     8,681 千円

繰延税金資産の純額   497,191 千円

繰延税金資産（流動）   236,281 千円

繰延税金資産（固定） 260,909  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6 ％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 

   0.5 

住民税均等割  0.8 

過年度法人税等    1.9 

持分法投資損益    0.3 

その他     △0.6 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 

   43.5   



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  当企業集団の事業は、Ｒ＆Ｄアウトソーシング事業、その他の事業で構成されております。  

  当企業集団のＲ＆Ｄアウトソーシング事業は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額

の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりま

す。 

【所在地別セグメント情報】 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

【関連当事者との取引】 

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。  

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額      941.58 円 

１株当たり当期純利益金額      150.34 円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。  

  
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当期純利益（千円） 375,839 

 普通株主に帰属しない金額（千円） －  

 （うち利益処分による役員賞与金） －  

 普通株式に係る当期純利益（千円） 375,839 

 普通株式の期中平均株式数（株） 2,500,000 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

（注）１．（ ）内書きは、１年以内の償還予定額であります。 

２．連結決算については、当期より実施しているため、前期末残高は提出会社の残高となっております。 

３．新株引受権付社債に関する記載は次のとおりであります。 

  なお、新株引受権は、本社債と分離して譲渡することができます。 

  また、新株引受権行使により発行した株式はありません。 

４．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．連結決算については、当期より実施しているため、前期末残高は提出会社の残高となっております。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率（％） 担保 償還期限 

株式会社 

日本テクシード  
第１回無担保社債 平成15年12月25日 

240,000 

(60,000)

180,000 

(60,000)
0.69 なし 平成20年12月25日 

株式会社 

ジャスネット  

第１回無担保新株

引受権付社債

（注）３  

平成13年６月20日 
― 

― 

5,000 

(5,000)
1.80 なし 平成18年９月25日 

合計 ― ― 
240,000 

(60,000)

185,000 

(65,000)
― ― ― 

銘柄 新株引受権行使期間 
発行価格 

（円） 

発行価額の総額

（千円） 
発行株式 

付与割合

（％） 

第１回  平成13.６.20～平成18.９.24 100,000 50,000 普通株式  100  

１年以内（千円） 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

65,000 60,000 60,000 ― ― 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 ― 75,283 1.38 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 64,956 37,271 0.97 ― 

長期借入金 

（１年以内に返済予定のものを除く。） 
37,271 ― ― ― 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 102,227 112,554 ― ― 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金 ※１ 1,852,271 1,268,019 

２．売掛金 1,092,215 1,187,238 

３．仕掛品 1,523 4,127 

４．貯蔵品 7,063 3,100 

５．前払費用 42,586 48,297 

６．繰延税金資産 216,121 236,281 

７．その他 3,132 2,092 

貸倒引当金 △436 △355 

流動資産合計 3,214,476 75.7 2,748,803 58.9

Ⅱ 固定資産   

１．有形固定資産   

(1）建物  ※１ 334,035 546,668   

減価償却累計額 28,436 305,598 44,163 502,505 

(2）構築物  ※１ 11,897 23,579   

減価償却累計額 1,907 9,990 3,558 20,021 

(3）車両運搬具 1,955 1,955   

減価償却累計額 1,857 97 1,857 97 

(4）工具器具備品 98,860 107,284   

減価償却累計額 69,589 29,271 76,304 30,980 

(5）土地  ※１ 221,704 502,773 

(6）建設仮勘定   － 304 

有形固定資産合計 566,662 13.4 1,056,682 22.6

２．無形固定資産   

(1）ソフトウェア 28,071 20,579 

(2）ソフトウェア仮勘定 735 － 

(3）その他 924 1,881 

無形固定資産合計 29,730 0.7 22,461 0.5

 



   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

３．投資その他の資産    

(1）投資有価証券  61,930 49,055 

(2）関係会社株式  20,088 342,116 

(3）従業員長期貸付金  1,237 － 

(4）長期前払費用  19,407 24,950 

(5）差入保証金  79,672 136,803 

(6）繰延税金資産  230,181 260,909 

(7）その他  23,715 26,312 

貸倒引当金  △2,795 △2,395 

投資その他の資産合計  433,437 10.2 837,753 18.0

固定資産合計  1,029,830 24.3 1,916,896 41.1

資産合計  4,244,306 100.0 4,665,699 100.0 

     
 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１．買掛金 30,788 23,286 

２．１年以内償還予定社債 60,000 60,000 

３．１年以内返済予定長期
借入金 

※１ 64,956 37,271 

４．未払金 69,600 86,670 

５．未払費用 415,443 471,610 

６．未払法人税等 207,091 185,000 

７．未払消費税等 115,643 143,294 

８．預り金 19,651 25,168 

９．賞与引当金 435,106 479,040 

10．その他 1,655 1,552 

流動負債合計 1,419,936 33.4 1,512,895 32.4

Ⅱ 固定負債   

１．社債 180,000 120,000 

２．長期借入金 ※１ 37,271 － 

３．退職給付引当金 463,872 534,019 

４．役員退職慰労引当金 114,991 129,996 

固定負債合計 796,135 18.8 784,016 16.8

負債合計 2,216,072 52.2 2,296,911 49.2

    

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※２ 715,790 16.8 715,790 15.4

Ⅱ 資本剰余金   

１．資本準備金 677,651 677,651   

資本剰余金合計 677,651 16.0 677,651 14.5

Ⅲ 利益剰余金   

１．利益準備金 21,530 21,530   

２．任意積立金   

 (1）別途積立金 － 200,000   

３．当期未処分利益 609,607 741,115   

利益剰余金合計 631,137 14.9 962,645 20.6

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

3,655 0.1 12,701 0.3

資本合計 2,028,234 47.8 2,368,788 50.8

負債資本合計 4,244,306 100.0 4,665,699 100.0 

    



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高 7,431,131 100.0 8,400,178 100.0 

Ⅱ 売上原価 5,907,551 79.5 6,663,157 79.3

売上総利益 1,523,580 20.5 1,737,020 20.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 931,878 12.5 1,078,506 12.8

営業利益 591,702 8.0 658,513 7.9

Ⅳ 営業外収益   

１．受取利息 78 176   

２．受取配当金 96 129   

３．保険配当金 2,163 2,522   

４．社員寮収入 10,461 10,999   

５．保険解約返戻金 － 2,134   

６．雑収入 3,514 16,315 0.2 2,984 18,947 0.2

Ⅴ 営業外費用   

１．支払利息 1,335 749   

２．社債利息 1,847 1,447   

３．支払保証料 1,076 835   

４．新株発行費 14,333 －   

５．株式公開費用 11,198 －   

６．雑損失 11 29,802 0.4 － 3,031 0.1

経常利益 578,214 7.8 674,429 8.0

 



   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益    

１．貸倒引当金戻入額  3,700 3,700 0.0 481 481 0.0

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産除却損 ※２ 87 2,378   

２．リース解約損  － 87 0.0 1,224 3,602 0.0

税引前当期純利益  581,826 7.8 671,308 8.0

法人税、住民税及び事
業税 

 316,883 333,951   

過年度法人税等   － 12,919   

法人税等調整額  △75,789 241,094 3.2 △57,070 289,800 3.5

当期純利益  340,732 4.6 381,508 4.5

前期繰越利益  268,875 359,607 

当期未処分利益  609,607 741,115 

     



売上原価明細書 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 労務費  5,311,419 90.0 6,083,570 91.3

Ⅱ 経費 ※２ 592,896 10.0 582,190 8.7

当期総製造費用  5,904,316 100.0 6,665,761 100.0 

期首仕掛品たな卸高  4,758 1,523 

合計  5,909,074 6,667,284 

期末仕掛品たな卸高  1,523 4,127 

当期売上原価  5,907,551 6,663,157 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 １．原価計算の方法  １．原価計算の方法 

 実際原価に基づく個別原価計算 同左 

※２．主な内訳は次のとおりであります。 ※２．主な内訳は次のとおりであります。 

  （千円）

外注費 285,698

地代家賃 124,226

採用費 58,563

  （千円）

外注費 229,755

地代家賃 129,874

採用費 82,879



③【キャッシュ・フロー計算書】 

 当事業年度より連結財務諸表を作成することとなりましたので、当事業年度に係る「キャッシュ・フロー計算

書」は作成しておりません。なお、当連結会計年度における「連結キャッシュ・フロー計算書」につきましては、

連結財務諸表に記載しております。 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 

１．税引前当期純利益  581,826

２．減価償却費  41,934

３．賞与引当金の増減額
（△減少額） 

 84,325

４．退職給付引当金の増
減額（△減少額）  

 76,250

５．役員退職慰労引当金
の増減額（△減少
額）  

 13,400

６．貸倒引当金の増減額
（△減少額） 

 △3,262

７．受取利息及び受取配
当金 

 △175

８．支払利息及び社債利
息 

 3,182

９．新株発行費  14,333

10．売上債権の増減額
（△増加額） 

 △80,550

11．たな卸資産の増減額
（△増加額） 

 △3,168

12．その他流動資産の増
減額（△増加額）  

 4,858

13．仕入債務の増減額
（△減少額） 

 2,650

14．未払消費税等の増減
額（△減少額）  

 25,215

15．その他流動負債の増
減額（△減少額） 

 71,611

16．その他  16,913

小計  849,346

17．利息及び配当金の受
取額 

 175

18．利息の支払額  △3,251

19．法人税等の支払額  △343,801

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 502,468

 



  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 

１．有形固定資産の取得
による支出 

 △14,339

２．無形固定資産の取得
による支出 

 △735

３．投資有価証券の取得
による支出 

 △50,098

４．関係会社株式の取得
による支出  

 △20,088

５．貸付金の回収による
収入 

 714

６．保証金の差入による
支出 

 △8,882

７．保証金の回収による
収入 

 5,711

８．その他  △6,047

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △93,764

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 

１．長期借入金の返済に
よる支出 

 △64,956

２．社債の償還による支
出 

 △60,000

３．株式の発行による収
入 

 597,606

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 472,650

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増加額 

 881,354

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 970,916

Ⅵ 現金及び現金同等物期
末残高 

※ 1,852,271

   



④【利益処分計算書】 

   
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成17年６月24日） 

当事業年度 
（株主総会承認日 
平成18年６月23日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  609,607   741,115

Ⅱ 利益処分額    

  １．配当金  50,000 50,000 

  ２．任意積立金    

  (１）別途積立金  200,000 250,000 200,000 250,000

Ⅲ 次期繰越利益  359,607   491,115

     



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

(2）その他有価証券 

 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(2）その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

   時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）仕掛品 

個別法による原価法 

(1）仕掛品 

同左 

  (2）貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法 

(2）貯蔵品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法 

 ただし、建物（建物附属設備を除

く）については定額法によっており

ます。 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物         ８～47年 

工具器具備品     ３～20年 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

  

  (2）無形固定資産 

 定額法 

 自社利用のソフトウェアについて

は、利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）     ────  

  

(3）長期前払費用  

  定額法 

４．繰延資産の処理方法 (1）新株発行費 

支出時に全額費用処理しております。

(1）     ──── 

  

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、

賞与支給見込額のうち当期に負担すべ

き金額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。 

 過去勤務債務については、その発生

時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（５年）による定額

法により按分した額を費用処理してお

ります。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそれぞれ翌

事業年度から費用処理しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

  

  

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

７．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

──── 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。  

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（損益計算書） 

 前事業年度まで区分掲記しておりました「受取手数

料」（当事業年度1,281千円）、「助成給付金収入」（当

事業年度67千円）、「賃借料還元収入」（当事業年度571

千円）は、営業外収益の総額の100分の10以下となったた

め、営業外収益の「雑収入」に含めて表示することにし

ました。 

──── 

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

※１．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

建物 211,685 千円

構築物 9,774 千円

土地 167,907 千円

合計 389,367 千円

預金及び預金（定期預金）   110,000 千円

建物  200,650 千円

構築物     8,308 千円

土地   167,907 千円

合計   486,865 千円

 担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。 

１年以内返済予定長期借入金 24,996 千円

長期借入金 10,431 千円

合計 35,427 千円

１年以内返済予定長期借入金    10,431 千円

合計    10,431 千円

 上記の担保資産は、担保付債務の他に当社が発行

した第１回無担保社債（残高240,000千円）の支払保

証に対する担保に供しております。 

 上記の担保資産は、担保付債務の他に当社が発行

した第１回無担保社債（残高180,000千円）の支払保

証に対する担保に供しております。また、上記債務

のほか、関係会社の借入金75,000千円について上記

資産を担保に供しております。 

※２．授権株式数及び発行済株式総数 ※２．授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数 普通株式 8,000,000 株

発行済株式総数 普通株式 2,500,000 株

授権株式数 普通株式     8,000,000 株

発行済株式総数 普通株式        2,500,000 株

 ３．        ────  ３．偶発債務 

   ① 債務保証 

   次の関係会社について、金融機関からの借入に対

し債務保証を行っております。  

 保証先 金額（千円） 内容 

㈱ジャスネット 75,000 借入債務  

計 75,000 － 

 ４．配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は3,655千円で

あります。 

 ４．配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は12,701千円

であります。 



（損益計算書関係） 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

 当事業年度より連結財務諸表を作成することとなりましたので、当事業年度に係る「キャッシュ・フロー計算

書」は作成しておりません。なお、当連結会計年度における「連結キャッシュ・フロー計算書」につきましては、

連結財務諸表に記載しております。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は１％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は99％であり

ます。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は１％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は99％であり

ます。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

役員報酬 87,382 千円

給与及び賞与 317,090 

賞与引当金繰入額 30,946 

退職給付費用 5,408 

役員退職慰労引当金繰入額 13,400 

リース料 50,432 

減価償却費 22,423 

地代家賃 79,973 

役員報酬      102,928 千円

給与及び賞与 367,109 

賞与引当金繰入額 42,384 

退職給付費用 6,118 

役員退職慰労引当金繰入額 15,005 

法定福利費  54,647 

リース料 57,748 

減価償却費 19,944 

地代家賃 88,737 

※２．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※２．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

工具器具備品 87 千円 建物  1,350 千円

工具器具備品  1,028   

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 1,852,271 千円

現金及び現金同等物 1,852,271 



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具備品 234,509 111,397 123,112

ソフトウェア 28,351 23,431 4,919

合計 262,861 134,828 128,032

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具備品 228,538 119,158 109,379

ソフトウェア 90,837 13,781 77,055

合計 319,375 132,940 186,435

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 41,640 千円

１年超 88,312 千円

合計 129,953 千円

１年内     63,376 千円

１年超    124,836 千円

合計     188,212 千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 52,934 千円

減価償却費相当額 50,159 千円

支払利息相当額 2,573 千円

支払リース料     57,413 千円

減価償却費相当額   55,465 千円

支払利息相当額 1,955 千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 710 千円

１年超 414 千円

合計 1,124 千円

１年内  414 千円

１年超   － 千円

合計    414 千円

  （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

 当事業年度より連結財務諸表を作成することとなりましたので、当事業年度に係る「有価証券関係」（子会社

株式及び関連会社株式で時価のあるものを除く。）に関する注記につきましては、連結財務諸表における注記事

項として記載しております。 

前事業年度（平成17年３月31日現在） 

その他有価証券で時価のあるもの 

（注）減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下

落した場合には全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合に

は、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行

っております。 

なお、当事業年度において、上記の基準により減損処理を行ったものは

ありません。 

当事業年度（平成18年３月31日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（デリバティブ取引関係） 

 当事業年度より連結財務諸表を作成することとなりましたので、当事業年度に係る「デリバティブ取引関係」に

関する注記につきましては、連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

区分 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表
計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの 
      

(1）株式 5,679 11,833 6,154 

(2）債券 ― ― ― 

(3）その他 50,095 50,096 0 

小計 55,775 61,930 6,154 

貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの 
      

(1）株式 ― ― ― 

(2）債券 ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― 

小計 ― ― ― 

合計 55,775 61,930 6,154 



（退職給付関係） 

 当事業年度より連結財務諸表を作成することとなりましたので、当事業年度に係る「退職給付関係」に関する

注記につきましては、連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度

を設けております。 

２．退職給付債務に関する事項 

（平成17年３月31日現在）

①退職給付債務 △499,869千円

②未認識過去勤務債務  △101,563千円

③未認識数理計算上の差異 137,560千円

④退職給付引当金(①＋②＋③) △463,872千円

３．退職給付費用に関する事項 

（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）

①勤務費用 86,598千円

②利息費用 6,779千円

③過去勤務債務の費用処理額 △25,390千円

④数理計算上の差異の費用処理額 15,446千円

⑤退職給付費用（①＋②＋③＋④） 83,434千円

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 1.5％

③過去勤務債務の額の処理年数 5年

④数理計算上の差異の処理年数 10年



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

賞与引当金 176,591 千円

賞与に係る未払法定福利費 20,256 

退職給付引当金 185,994 

役員退職慰労引当金 46,686 

未払事業税等 19,274 

会員権評価損 2,312  

その他 859  

繰延税金資産小計 451,973 

評価性引当額 △3,171 

繰延税金資産合計 448,802 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 2,498 

繰延税金負債合計 2,498 

繰延税金資産の純額 446,303 

繰延税金資産  

賞与引当金   194,490 千円

賞与に係る未払法定福利費    22,884 

退職給付引当金   216,812 

役員退職慰労引当金    52,778 

未払事業税   15,973 

会員権評価損    2,149 

その他   3,792 

繰延税金資産小計   508,881 

評価性引当額  △3,009 

繰延税金資産合計   505,872 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金     8,681 

繰延税金負債合計     8,681 

繰延税金資産の純額   497,191 

繰延税金資産（流動）   236,281 千円

繰延税金資産（固定）   260,909 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しております。 

法定実効税率 40.6 ％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 

   0.5 

住民税均等割  0.8 

過年度法人税等    1.9 

その他     △0.6 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 

   43.2   



（持分法損益等） 

 当事業年度より連結財務諸表を作成することとなりましたので、当事業年度に係る「持分法損益等」に関する注記

につきましては記載しておりません。 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当社には関連会社がないため、該当事項はありません。 



【関連当事者との取引】 

 当事業年度より連結財務諸表を作成することとなりましたので、当事業年度に係る「関連当事者との取引」に関

する注記につきましては、連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 811.29 円 

１株当たり当期純利益金額 150.77 円 

１株当たり純資産額     947.52 円 

１株当たり当期純利益金額     152.60 円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 当社は、平成16年12月20日付で株式１株につき４株の

株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  

  

１株当たり純資産額 483.52円 

１株当たり当期純利益金額 87.33円 

      

     

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当期純利益（千円） 340,732 381,508 

 普通株主に帰属しない金額（千円） ― ─  

 （うち利益処分による役員賞与金） ― ─  

 普通株式に係る当期純利益（千円） 340,732 381,508 

 普通株式の期中平均株式数（株） 2,259,890 2,500,000 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証券 
その他 

有価証券 

日本コンピュータダイナミクス株式会社 44,000 24,596 

株式会社りそなホールディングス 17 7,002 

株式会社愛知銀行  449 6,353 

株式会社アルプス技研 1,650 3,204 

ブラザー工業株式会社 1,000 1,289 

株式会社クロップス  2,000 1,260 

富士通株式会社  1,000 993 

株式会社メイテック 200 774 

本田技研工業株式会社  100 729 

トヨタ自動車株式会社 100 643 

その他（７銘柄） 1,600 2,211 

計 52,117 49,055 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりです。 

    ２．建設仮勘定の増加および減少の主なものは、上記記載の建物等の増加によるものであります。 

    ３．無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」および「当期減少

額」の記載を省略しております。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物 334,035 215,752 3,119 546,668 44,163 17,495 502,505 

構築物 11,897 11,681 ― 23,579 3,558 1,650 20,021 

車両運搬具 1,955 ― ― 1,955 1,857 ― 97 

工具器具備品 98,860 14,077 5,653 107,284 76,304 11,339 30,980 

土地 221,704 281,068 ― 502,773 ― ― 502,773 

建設仮勘定  ― 263,411 263,106 304 ― ― 304 

有形固定資産計 668,453 785,992 271,880 1,182,565 125,883 30,485 1,056,682 

無形固定資産               

ソフトウェア ― ― ― 57,159 36,579 8,191 20,579 

その他 ― ― ― 1,886 5 5 1,881 

無形固定資産計 ― ― ― 59,046 36,584 8,197 22,461 

長期前払費用 19,407 5,802 237 24,973 22 22 24,950 

建物 増加額（千円） 安城寮 214,722 

土地 増加額（千円） 

安城寮 146,562 

刈谷Ｒ＆Ｄセンター 

（仮称）土地 
134,506 



【資本金等明細表】 

 （注） 当期増加額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、貸倒引当金の洗替によるものであります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 715,790 ― ― 715,790 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 （株） (2,500,000) （―） （―） (2,500,000) 

普通株式 （千円） 715,790 ― ― 715,790 

計 （株） (2,500,000) （―） （―） (2,500,000) 

計 （千円） 715,790 ― ― 715,790 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）           

株式払込剰余金 （千円） 677,651 ― ― 677,651 

計 （千円） 677,651 ― ― 677,651 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （千円） 21,530 ― ― 21,530 

（任意積立金）           

別途積立金（注）  （千円） ― 200,000 ― 200,000 

計 （千円） 21,530 200,000 ― 221,530 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 3,232 2,750 ― 3,232 2,750 

賞与引当金 435,106 479,040 435,106 ― 479,040 

役員退職慰労引当金 114,991 15,005 ― ― 129,996 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ．現金及び預金 

ロ．売掛金 

相手先別内訳 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

ハ．仕掛品 

区分 金額（千円） 

現金 ― 

預金   

当座預金 57,172 

普通預金 600,368 

定期預金 610,000 

別段預金  478 

小計 1,268,019 

合計 1,268,019 

相手先 金額（千円） 

デンソーテクノ株式会社 192,870 

いすゞ自動車株式会社 114,202 

三菱重工業株式会社 105,679 

日産自動車株式会社 82,216 

中菱エンジニアリング株式会社 38,285 

その他 653,984 

合計 1,187,238 

前期繰越高 

（千円） 

当期発生高 

（千円） 

当期回収高 

（千円） 

次期繰越高 

（千円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A)＋(B) 

×100 

(A)＋(D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

1,092,215 8,820,186 8,725,163 1,187,238 88.0 47 

区分 金額（千円） 

請負契約 4,127 

合計 4,127 



ニ．貯蔵品 

ホ．繰延税金資産 

 繰延税金資産は、236,281千円であり、その内容については「２ 財務諸表等（１）財務諸表 注記事項

（税効果会計関係）」に記載しております。 

② 固定資産 

イ．関係会社株式 

ロ．繰延税金資産 

 繰延税金資産は、260,909千円であり、その内容については「２ 財務諸表等（１）財務諸表 注記事項

（税効果会計関係）」に記載しております。 

区分 金額（千円） 

会社案内等 3,100 

合計 3,100 

区分  金額（千円） 

株式会社ジャスネット  313,600 

ＮＳ Ｔｅｃｓｅｅｄ Ｃｏ．，Ｌｔｄ．  28,516 

合計 342,116 



③ 流動負債 

イ．買掛金 

ロ．未払費用 

④ 固定負債 

イ．退職給付引当金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

ＮＳ Ｔｅｃｓｅｅｄ Ｃｏ．，Ｌｔｄ． 8,521 

システム・クリエイト株式会社 1,926 

有限会社オフィス中部 1,168 

株式会社ピーエスアンドエス 949 

有限会社イオス技研 885 

その他 9,834 

合計 23,286 

区分 金額（千円） 

平成18年３月分給与 414,872 

賞与に対する社会保険料 56,366 

その他 371 

合計 471,610 

区分 金額（千円） 

退職給付債務 △543,496 

未認識過去勤務債務 △76,172 

未認識数理計算上の差異 85,649 

合計 △534,019 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

（注）平成18年６月23日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は次のとおりとなりま

した。 

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告

ができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 100株券 1,000株券 10,000株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

株券喪失登録に伴う手数料 
１．喪失登録   １件につき 10,500円 

２．喪失登録株券 １枚につき    525円 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 
日本経済新聞に掲載して行う 

（注） 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、企業内容等の開示に関する内閣府令（昭和48年大蔵省令第５号）第三号様式 記載上の注意（49）ｅに規定

する親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第26期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月24日東海財務局長に提出。

(2）半期報告書 

 （第27期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月20日東海財務局長に提出。 

(3）臨時報告書 

 平成17年11月15日東海財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。 

 平成18年３月13日東海財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社）に基づく臨時報告書であります。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の監査報告書   

        

      平成18年６月23日 

株式会社日本テクシード       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 中浜 明光  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 水野 信勝  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社日本テクシードの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社日本テクシード及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  独立監査人の監査報告書   

        

      平成17年６月24日 

株式会社日本テクシード       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 上田 圭祐  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 中浜 明光  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 水野 信勝  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社日本テクシードの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第26期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

日本テクシードの平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  独立監査人の監査報告書   

        

      平成18年６月23日 

株式会社日本テクシード       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 中浜 明光  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 水野 信勝  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社日本テクシードの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第27期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

日本テクシードの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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